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第１章 総則

(目的)

第１条 この規程は、苦情の申出に係る事案その他の広聴事案の処理に関し、必要な事項を

定めることを目的とする。

（用語の意義）

第２条 この規程における用語の意義は、次のとおりとする。

( ) 苦情とは、警察職員（以下「職員」という。）が職務執行において違法、不当な行為1

をしたり、なすべきことをしなかったことにより、何らかの不利益を受けたとして個別

具体的にその是正を求める不服又は警察職員の不適切な執務の態様に対する不平不満を

いう。

( ) 広聴事案とは、苦情の申出に係る事案並びに警察活動に関する要望・意見の申出に係2



る事案及び警察活動に関するその他の申出に係る事案をいう。

（処理体制及び備付簿冊）

第３条 警視総監は、広聴事案の処理を適正に行うため、責任者を指定し、各所属に関係簿

冊を備え付けさせ、その経過を明らかにしておくものとする。

第２章 処理手続

第１節 苦情の処理手続

第１款 公安委員会あての文書による苦情の処理手続

（苦情の受理者の指定）

第４条 東京都公安委員会（以下「公安委員会」という。）あての苦情の受理に関する事務

を行う職員は、次のとおりとする。

区 分 公安委員会あての苦情の受理に関する事務を行う職員

警 察 署 警務課（島部警察署にあっては、警務係）の幹部

庶 務 を 担 当 す る 係 の 幹 部

（企画課については東京都公安委員会室（以下

「公安委員会室」という。）の各係の幹部、広報
警察署以外の所属

課については広聴第二係の幹部を含む ）。

（苦情申出書の送付）

第５条 前条に定める職員は、苦情申出書（苦情の内容を記載した文書をいう。以下同じ ）。

を受理した場合は、総務部長（公安委員会室経由）に当該苦情申出書を送付しなければな

らない。

（苦情の概要の報告）

第６条 苦情申出書の送付を受けた総務部長は、速やかに苦情の概要を公安委員会に報告す

るものとする。

（調査等の結果の報告）

第７条 苦情に係る事案について必要な調査及び措置（以下「調査等」という。）を行う所

属の長（以下「取扱所属長」という。）は、当該調査等の結果を警視総監に報告しなけれ

ばならない。

２ 前項の規定による報告を受けた警視総監は、調査等の結果を速やかに公安委員会に報告

しなければならない。



（処理結果の通知）

第８条 公安委員会が調査等の結果に基づき通知内容を決定した場合は、苦情処理結果通知

書（別記様式第１号）により苦情の申出者に通知するものとする。

（苦情申出書の代書の様式）

第９条 苦情の申出の手続に関する規則（平成１３年国家公安委員会規則第１１号）第３条

第１項の規定による苦情申出書を代書する場合の書面の様式は、別記様式第２号のとおり

とする。

第２款 公安委員会あての文書によらない苦情の処理手続

（受理及び苦情受理報告書の送付）

第 条 第４条に定める職員は、公安委員会あての文書によらない苦情の申出があった場合１０

は、苦情受理報告書（別記様式第３号）により受理するものとし、受理後、総務部長（公

安委員会室経由）に当該苦情受理報告書を送付しなければならない。

（苦情の概要の報告）

第 条 苦情受理報告書の送付を受けた総務部長は、速やかに苦情の概要を公安委員会に報１１

告するものとする。

（調査等の結果の報告）

第 条 公安委員会あての文書によらない苦情の処理手続のうち、調査等の結果の報告は、１２

第７条の規定を適用する。

（処理結果の通知）

第 条 公安委員会が調査等の結果に基づき通知内容を決定した場合は、当該通知内容を苦１３

情の申出者に通知するものとする。

第３款 警察あての文書による苦情の処理手続

(受理及び苦情申出書の送付)

第 条 職員は、苦情申出書を受理した場合は、警視総監（総務部広報課長経由）に当該苦１４

情申出書を送付しなければならない。

（調査等の指示）

第 条 苦情申出書の送付を受けた警視総監は、必要に応じ当該取扱所属長に調査等につい１５

て指示をするものとする。

（調査等の結果の報告）



第 条 取扱所属長は、調査等の結果を警視総監に報告しなければならない。１６

２ 警視総監は、調査等の結果の報告を受けた場合は、苦情の処理及び処理結果の通知につ

いて必要な指示をするものとする。

（処理結果の通知）

第 条 取扱所属長は、前条の指示を踏まえて苦情の処理結果を苦情処理結果通知書（別記１７

様式第４号）により、苦情の申出者に通知するものとする。

（公安委員会への報告）

第 条 警視総監は、速やかに苦情の処理結果について公安委員会に報告しなければならな１８

い。

（苦情申出書の代書の様式）

第 条 警察あての苦情申出書を代書する場合は、第９条の規定を適用する。１９

第４款 警察あての文書によらない苦情の処理手続

（受理及び苦情受理報告書の送付）

第 条 職員は、警察あての文書によらない苦情の申出があった場合は、苦情受理報告書に２０

より受理するものとし、受理後、警視総監（総務部広報課長経由）に当該苦情受理報告書

を送付するものとする。

（調査等の指示及び結果の報告）

第 条 警察あての文書によらない苦情の処理手続のうち、調査等の指示については第１５２１

条の規定を準用し、調査等の結果の報告については第１６条の規定を適用する。

（処理結果の通知）

第 条 取扱所属長は、前条の指示を踏まえて苦情の処理結果を苦情の申出者に通知するも２２

のとする。

（公安委員会への報告）

第 条 警察あての文書によらない苦情の処理手続のうち、公安委員会への報告は、第１８２３

条の規定を適用する。

第２節 苦情以外の広聴事案の処理

（処理手続）

第 条 警視総監は、苦情の申出に係る事案以外の広聴事案については、誠実に処理が行わ２４

れるよう努めるものとする。



附 則

１ この規程は、平成１３年６月１日から施行する。

（東京都公安委員会の権限に属する事務処理に関する規程の一部改正）

２ 東京都公安委員会の権限に属する事務処理に関する規程（昭和３１年１０月２５日東京

都公安委員会規程第４号）の一部を次のように改正する。

第２条中第１号を第１号の２とし、同号の前に次の１号を加える。

( ) 苦情の申出の手続に関する規則（平成１３年国家公安委員会規則第１１号）第４条1

に規定する苦情申出書の補正



別記様式第１号
都公委（総．企． ）第 号

殿

東 京 都 公 安 委 員 会

苦 情 処 理 結 果 通 知 書

年 月 日付け（都公委第 号）で受理した苦情の処理結果については、

次のとおりであるから、通知します。

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４判とする。



別記様式第２号
都公委 受理番号 第 号（ 年 月 日）

警 察 受理番号 第 号（ 年 月 日）

苦 情 申 出 書 （ 代 書 ）

次のとおり、 に関する苦情を申し出ます。

年 月 日

殿

住所

申出者 氏名 印

電話番号 （ ）

記

苦情申出の原因たる職務執行の日時及び場所、当該職務執行に係る警察
職員の執務の態様その他の事案の概要

苦情の概要
苦情申出の原因たる職務執行により申出者が受けた具体的な不利益の
内容又は当該職務執行に係る警察職員の執務の態様に対する不満の内容

私は、申出者が ため、本苦情の申出の代書
に立ち会いました。

立 会 人 等
住所 電話番号

（ ）
氏名 印

上記、申出者の依頼により代書した。

所属 係
階級 氏名 印

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４判とする。



別記様式第３号
都公委 受理番号 第 号（ 年 月 日）

苦 情 受 理 報 告 書

件 名

住所
申 出 者

氏名 電話番号 （ ）

苦情申出の原因たる職務執行の日時及び場所、当該職務執行に係る警察
職員の執務の態様その他の事案の概要

苦情の概要
苦情申出の原因たる職務執行により申出者が受けた具体的な不利益の
内容又は当該職務執行に係る警察職員の執務の態様に対する不満の内容

所属 係
受 理 者

階級 氏名 印

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４判とする。



別記様式第４号
（ ． ）第 号

殿

長

苦 情 処 理 結 果 通 知 書

年 月 日付け（ ． 第 号）で受理した苦情の処理結果について
は次のとおりであるから、通知します。

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４判とする。


